
令和７年度幸せ創る女性農林漁業者育成事業企画提案公募要領 
 

 令和７年５月７日 

岩手県農林水産部農業普及技術課 

 

 

岩手県では、女性農林漁業者の視点を生かしたグループ活動を支援することにより、女

性の経営参画を推進するとともに、グループ活動から地域活動等への発展など活躍の場の

拡大を図るため、「幸せ創る女性農林漁業者育成事業」を実施します。 

 この事業の実施にあたって、下記により女性グループによる多様な企画提案を募集し、

プレゼンテーション等により、事業実施主体を選定することとしましたので、ご応募願い

ます。 

 

第１ 応募資格 

県内に在住する女性農林漁業者等で構成する、次に該当する団体とします。 

 １ 女性農業者で構成する団体（農業者が５名以上（うち女性１名以上）を含む組織で

あって、代表者、組織及び運営について規約を定め、会計処理を適正に行い得る体制

を有し、「女性が変える未来の農業推進事業実施要綱」第４の２（２）を満たすものを

いう。 

２ その他、知事が適当と認める団体 

 

第２ 応募の対象となる事業 

  女性グループが行う、次に掲げる調査研究及び研修等とします。但し、１の事業は、

本事業の初回応募時に設立してから１年未満のグループに限ります（最長、連続した３

年間）。 

 １ 経営力の向上及び生産物の高付加価値化に向けた調査研究等  

 ２ グループ活動の活性化に向けた組織力・経営力向上のための自主企画研修等 

また、本事業の実施に当たっては、最低限行うべき環境負荷低減の取組について明ら

かにした「環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート」（別添様式）の項

目について取り組むこととする。具体的な取組内容は別添のとおりとする。 

 

第３ 対象となる経費 

 事業実施に直接要する次の経費を補助します。但し、第２の２においては、研修等の

開催に係る費用や受講費用等に限ります。 

１ 謝金 

２ 旅費 

３ 需用費（消耗品費、資料印刷費等をいう。） 

４ 通信運搬費 

５ 委託料 

６ 使用料 

７ その他、必要と認める経費 

 

第４ 補助金の額 

事業区分 補助額 

経営力向上・高付加価値化（第２の１） 定額（100 千円上限） 

組織力・経営力向上のための自主企画研修等（第２の２） 定額（100 千円上限） 

 

 

 



第５ 活動計画書の提出 

事業を実施しようとする団体は、公募様式、参考様式１に定める活動計画書を作成し、

期日までに提出してください。 

１ 応募に必要な書類 

(１) 幸せ創る女性農林漁業者育成事業の応募について（公募様式） 

(２) 幸せ創る女性農林漁業者育成事業 女性グループ活動計画書（参考様式１） 

(３) 環境負荷低減クロスコンプライアンスチェックシート（別添様式） 

(４) 団体の規約 

(５) 構成員名簿（住所及び職業、役職を記載したもの） 

(６) 審査会出席報告（報告様式） 

２ 公募期間 

令和７年５月７日（水）～６月２日（月） 

３ 提出先 

  事業の実施を希望される女性グループは、令和７年５月７日（水）～６月２日（月）

（必着）までに、別紙１の管轄公所に応募に必要な書類を提出してください。管轄公

所は女性グループから提出された書類を確認のうえ、６月５日（木）までに農業普及

技術課に進達してください。 

  ○農業普及技術課 

〒020－8570 岩手県盛岡市内丸 10－１ 

岩手県農林水産部農業普及技術課 普及担当 

ＴＥＬ 019－629－5654 ＦＡＸ 019－629－5664 

４ その他 

(１) ＦＡＸでの応募は受け付けません。なお、メールによる提出を希望する場合は、

別紙１の提出先へ事前に相談願います。 

(２) 提出書類に不備がある場合は、受け付けないことがあります。 

(３) 提出書類は、理由のいかんに関わらず返却いたしません。 

(４) 応募に要する費用は、応募者の負担とします。 

 

第６ 審査 

１ 審査の実施 

(１) 事業を実施しようとする団体の企画提案内容について、５分程度のプレゼンテー

ション動画により、審査を実施します。 

(２) 審査は、第２項の採択基準に基づき採点し、予算の範囲内で事業実施主体を選定

します。 

 ２ 採択基準 

採択にあたっては、次に掲げる基準をすべて満たすものとします。 

(１) 事業完了後も継続的なグループ活動の取組が行われる見込みがあること。 

(２) 事業の実施に当たっては、農林漁業者の主体的な参加が見込まれること。 

(３) 経費の積算が適切であること。 

３ 審査結果の通知 

審査結果に従い、参考様式１に定める活動計画書を採択したときは、当該活動計画

書を提出した全ての団体にその旨通知します。 

 

第７ 事業の実施 

活動計画書を採択された団体は、幸せ創る女性農林漁業者育成事業実施要領に基づく

事業実施計画及び幸せ創る女性農林漁業者育成事業補助金交付要綱に基づく補助金交付

申請書を広域振興局長に速やかに提出してください。 



（別紙１） 

 

 

応募書類の提出先 

公所名  住所・電話番号  管轄市町村  

盛岡広域振興局  

農政部（農業） 

林務部（林業） 

〒020-0023 盛岡市内丸 11-1 

電話：019-629-6597 

019-629-6611 

盛岡市、滝沢市、雫石町、 

紫波町、矢巾町、八幡平市、

葛巻町、岩手町  

県南広域振興局  

農政部（農業） 

林務部（林業） 

〒023-0053 奥州市水沢大手町 1-2 

電話：0197-22-2841 

0197-22-2871 

奥州市、金ケ崎町  

花巻農林振興センター（農業・林業） 〒025-0075 花巻市花城町 1-41 

電話：0198-22-4931 

花巻市、北上市、西和賀町  

遠野農林振興センター（農業・林業） 〒028-0525 遠野市六日町 1-22 

電話：0198-62-9932 

遠野市  

一関農林振興センター（農業・林業） 〒021-8503 一関市竹山町 7-5 

電話：0191-26-1413 

一関市、平泉町  

沿岸広域振興局  

農林部（農業・林業） 

水産部（水産業） 

〒026-0043 釜石市新町 6-50 

電話：0193-25-2704  

0193-27-5526 

釜石市、大槌町  

 

大船渡農林振興センター（農業・林業） 

大船渡水産振興センター（水産業） 

〒022-8502 大船渡市猪川町字前田 6-1 

電話：0192‐27‐9914 

0192-27-9915 

大船渡市、陸前高田市、 

住田町  

 

宮古農林振興センター（農業） 

宮古農林振興センター林務室（林業） 

宮古水産振興センター（水産業） 

〒027-0072 宮古市五月町 1-20 

電話：0193-64-2214 

0193-64-2215 

0193-64-2216 

宮古市、山田町、岩泉町、 

田野畑村  

県北広域振興局  

農政部（農業） 

林務部（林業） 

水産部（水産業） 

〒028-8042 久慈市八日町 1-1 

電話：0194-53-4983 

0194-53-4984 

0194-53-4985 

久慈市、洋野町、野田村、 

普代村  

 

二戸農林振興センター（農業） 

二戸農林振興センター林務室（林業） 

〒028-6103 二戸市石切所字荷渡 6-3 

電話：0195-23-9203 

0195-23-9204 

二戸市、軽米町、九戸村、 

一戸町  



公募様式 

年 月 日  

 

岩手県知事 様 

 

所在地  

名 称  

代表者  

 

 

 令和７年度幸せ創る女性農林漁業者育成事業の応募について 

幸せ創る女性農林漁業者育成事業（女性グループ活動）計画書を、令和７年度幸せ創る

女性農林漁業者育成事業企画提案公募要領に基づき、関係書類を添えて応募します。 

 

 

 

 

（注）関係書類として次の書類を添付すること。  

 ア 幸せ創る女性農林漁業者育成事業 女性グループ活動計画書（参考様式１） 

    イ 団体規約 

    ウ 団体名簿 

    エ プレゼンテーション資料（様式任意）  

 

 



参考様式１（第５の１関係） 

令和７年度幸せ創る女性農林漁業者育成事業 女性グループ活動計画書 

 

１ 活動計画 

事 業 実 施 主 体  

担当者職・氏名  会 員 数  

事 業 目 的  

 

 

事 業 目 標  

 

 

取 組 の 概 要  

 

 

関係機関・団体の役割分担  

 

 

 注１ 関係機関・団体の役割分担は、必要に応じてフロー図等を記載すること。 

 



２ 事業の内容 

（１） 事業の内容及び負担区分 

事業区分 事業の内容 事業費(円) 
負担区分(円) 

備考 
県補助金 その他 

 

 

 

 

 

 

   「除税額〇〇円

う ち 県 費 ○ ○

円」 

又は 

「該当なし」 

又は 

「含税額」 

計     

注１ 上記の表には活動の内容ごとに取りまとめた数値を記載すること。 

２ 備考欄には、仕入れに係る消費税等相当額（事業対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係

る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を

乗じて得た金額をいう。以下同じ。）について、これを減額した場合には「除税額○○円 うち県費○○円」を、消費税等相当額がない場合には「該当なし」

と、消費税相当額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。 

 

（２） 事業費の積算内訳 

事業区分 事業の内容 金額(円) 積 算 内 訳 

 

 

 

 

 

 

  

計  

注 金額の欄は、事業費ベースで記入すること 

 



（３）事業実施計画 

実施内容 

事業実施時期 備考 

７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 
 

 

 

 

  

      

注１ 該当する時期に○を記載すること。 

２ 一定期間を対象とする場合には○－○と記載すること。 

 



 

 

 

（名称及び事務所）  

第 条 この会は、○○○と称し、事務所は○○市○○丁目○番○号に置く。  

（目的） 

第 条 この会は、○○○に関する活動を行い、○○○に寄与することを目的とする。  

（活動） 

第 条 この会は、前条の目的を達成するために、次の○○○活動を実施する。  

  （1）○○○ 

  （2）○○○ 

（会員） 

第 条 この会の会員は、次の○種類とする。  

  （1）正会員は、この会の目的に賛同し入会した者とする。  

  （2）賛助会員は、この会の事業を賛助するために入会した者とする。  

（会費） 

第 条 会員は、以下に定める会費を納入しなければならない。  

  （1）正会員  ○○○円  

  （2）賛助会員 ○○○円  

（退会） 

第 条 会員は、退会届を提出し任意に退会することができる。  

（役員） 

第 条 この会に次の役員を置く。役員は総会において選出する。  

  （1）会 長：会を代表し、その活動を総理する。 

  （2）副会長：会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

  （3）監査役：会の活動状況及び会計について監査を行う。 

   (4) 会 計：会の経理を担当する。 

（総会） 

第 条 この会の総会は、正会員を持って構成し、年に○回開催すものとする。ただし、必要

があるときは臨時に開催できるものとする。  

2 総会は、正会員の過半数の出席がなければ、開催することができない。  

3 総会の議事は、出席した正会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。  

（事業年度）  

第 条 この会の事業年度は、毎年○月○日に始まり、翌年○月○日に終わる。  

（監査） 

第 条 会長は、毎年、事業終了後○か月以内に事業報告書、収支計算書を作成し、監査を経

て総会の承認を得なければならない。  

（解散） 

第 条 解散等により、財産を処分しようとする際（他人への譲渡を含む）は、あらかじめ都

道府県へ相談し、処分を決定する。  

（委任） 

第 条 この規約に定めのない事項は、総会の決議を経て、会長が別に定める。  

附 則 

この会則は、令和○○年○月○日から施行する。  

 

 

【参考】規約の例  

（注）国庫事業の要件のため、追加 

※ただし、財産購入に該当する経費

補助は行われない  

国の一問一答のⅡの４より  

会計監査及び事務監査の方法を

定めることとされているもの  

国の実施要綱第４の２  

経理その他の事務については、的

確な管理体制及び処理能力を有

する者を経理担当者として定め

ること 



 

 

○○○ 会員名簿  

 

役職名 氏  名 職業・住所等（※）  備考（年齢等） 

会 長    

副会長    

監査役    

会 計    

会 員    

〃     

賛助会員    

〃     

〃     

〃     

〃     

 

※住所及び職業は応募団体資格の確認をするため記載が必要です。年齢の記載は任意です。  

 既存の名簿に住所を記載したものでも構いません。また、グループの連絡員（主に県との連

絡係となる方）は連絡先電話番号を必ず記載してください。  

 

 

【参考】会員名簿の例  



 (別添) 

 

環境負荷低減に向けた具体的取組内容 

 

第１ 取組の趣旨 

令和３年５月に策定されたみどりの食料システム戦略においては、政策手法のグリー 

ン化の取組として、2030 年までに施策の支援対象を持続可能な食料・農林水産業を行う 

者に集中していくことを目指すとともに、補助金拡充、環境負荷低減メニューの充実、 こ

れらとセットでのクロスコンプライアンス要件の充実を図ることとされた。 

これを踏まえ、令和６年度から試行実施として、農林水産省が執行する補助事業等の 

実施にあたり、事業実施主体等が最低限行うべき環境負荷低減の取組をチェックシート 

に記載し、事業申請時に提出を求めているところ。 

令和７年度からは、上記に加え、事業実施後の報告及び農林水産省の担当者による報 

告内容の確認を行うこととする。 

 

第２ 応募時のチェックシートの提出 

 事業を実施しようとする団体は、本事業の応募に当たり、同チェックシートに記載

された各取組について、事業実施期間中に実施する旨をチェックした上で、同チェッ

クシートを公募様式と合わせて提出すること。 

また、事業に採択された場合は、同チェックシートに記載された各取組について、

事業実施期間中に実施したか否かをチェックした上で、同チェックシートを実績報告

とともに提出することとなる。 

 

第３ 主な環境関係法令の遵守 

事業実施主体は、「環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート」中の「関

係法令の遵守」に関し、次の環境関係法令を遵守するものとする。



 

(１) 適正な施肥 

・肥料の品質の確保等に関する法律 (昭和 25 年法律第 127 号) 

・農用地の土壌の汚染防止等に関する法律 (昭和 45 年法律第 139 号) 

・土壌汚染対策法 (平成 14 年法律第 53 号) 等 

(２) 適正な防除 

・農薬取締法 (昭和 23 年法律第 82 号) 

・植物防疫法 (昭和 25 年法律第 151 号) 等 

(３) エネルギーの節減 

・エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律 (昭和 54 年 

法律第 49 号) 等 

(４) 悪臭及び害虫の発生防止 

・家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律 (平成 11 年法律第 112 号) 

・悪臭防止法 (昭和 46 年法律第 91 号) 等 

(５) 廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 (昭和 45 年法律第 137 号) 

・食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律 (平成 12 年法律第 116 号) 

・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 (平成 12 年法律第 100 号) 

・容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 (平成７年法律第 112 号) 

・プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 (令和３年法律第 60 号) 等 

(６) 生物多様性への悪影響の防止 

・遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律 (平成 15 

年法律第 97 号) 

・水質汚濁防止法 (昭和 45 年法律第 138 号) 

・湖沼水質保全特別措置法 (昭和 59 年法律第 61 号) 

・鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 (平成 14 年法律第 88 号) 

・鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律(平成 19 年 

法律第 134 号) 

・合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律 (平成 28 年法律第 48 号) 

・漁業法 (昭和 24 年法律第 267 号) 

・水産資源保護法 (昭和 26 年法律第 313 号) 

・持続的養殖生産確保法 (平成 11 年法律第 51 号) 等 

(７) 環境関係法令の遵守等 

・労働安全衛生法 (昭和 47 年法律第 57 号) 

・環境影響評価法 (平成 9 年法律第 81 号) 

・地球温暖化対策の推進に関する法律(平成 10 年法律第 117 号) 

・国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律(平成 19

年法律第 56 号) 

・土地改良法 (昭和 24 年法律第 195 号) 

・森林法 (昭和 26 年法律第 249 号) 等 

 



 

（別添様式） 


